
（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

基準値は平成２６年度実績。

基準値は平成２６年度実績。

地域の自主防災活動を行うため、所定の研修を修了した者を防災リーダーとして登録した人数

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 024500 重点施策 まちづくり

事務事業名 自主防災会関係事業 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成 8年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり 災害対策基本法

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

市内自主防災会（KPI設定により消防団も含める）

意図
（どのような状態
にするために）

災害時の被害軽減に必要な自助・共助・公助のうちの「共助」の中心となる自主防災会や消防団の機能を強化
す 
ることにより地域防災力の向上を図る。

手段
（どうするのか）

市が指定する研修の修了者を「防災リーダー」に登録するとともに、地区公民館単位で防災リーダーの中から
１ 
名を「防災指導員」として委嘱するなど、自主防災活動の中心的役割を担う者を育成し、消防団員と共に住民
自 
らによる地域防災力の向上を図る。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 自主防災会関係費 予算事業コード 01-02-01-11-07-12

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①防災指導員（防災リ 
ーダー）養成研修の実 
施 
②自主防災会訓練、研 
修への防災指導員（防 
災リーダー）の派遣 
③自主防災会と消防団 
との連携等による地域 
防災力の向上

①防災指導員（防災リ 
ーダー）養成研修の実 
施 
②自主防災会訓練、研 
修への防災指導員（防 
災リーダー）の派遣 
③自主防災会と消防団 
との連携等による地域 
防災力の向上

①防災指導員（防災リ 
ーダー）養成研修の実 
施 
②自主防災会訓練、研 
修への防災指導員（防 
災リーダー）の派遣 
③自主防災会と消防団 
との連携等による地域 
防災力の向上

①防災指導員（防災リ 
ーダー）養成研修の実 
施 
②自主防災会訓練、研 
修への防災指導員（防 
災リーダー）の派遣 
③自主防災会と消防団 
との連携等による地域 
防災力の向上

①防災指導員（防災リ 
ーダー）養成研修の実 
施 
②自主防災会訓練、研 
修への防災指導員（防 
災リーダー）の派遣 
③自主防災会と消防団 
との連携等による地域 
防災力の向上

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①防災指導員・リーダ 
ー養成研修実施（防災 
リーダー４３１人登録 
、防災指導員５０人委 
嘱） 
②自主防災会研修等へ 
の防災指導員・リーダ 
ーの派遣延べ３０回 
③各地域での防災訓練 
実施

①防災指導員・リーダ 
ー養成研修実施（防災 
リーダー５２５人登録 
、防災指導員４９人委 
嘱） 
②自主防災会研修等へ 
の防災指導員・リーダ 
ーの派遣延べ４０回 
③各地域での防災訓練 
実施

①防災指導員・リーダ 
ー養成研修実施（防災 
リーダー５８２人登録 
、防災指導員５０人委 
嘱） 
②自主防災会研修等へ 
の防災指導員・リーダ 
ーの派遣延べ６５回 
③各地域での防災訓練 
実施

①防災指導員・リーダ 
ー養成研修実施（防災 
リーダー６５８人登録 
、防災指導員４９人委 
嘱） 
②自主防災会研修等へ 
の防災指導員・リーダ 
ーの派遣延べ７７回 
③各地域での防災訓練 
実施

①新型コロナウイルス 
感染症拡大により研修 
会中止（防災リーダー 
６３９人登録、防災指 
導員委嘱０人） 
②自主防災会研修等へ 
の防災指導員・リーダ 
ーの派遣延べ２７回 
③各地域での防災訓練 
実施

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 1,029 1,163 1,189 1,339 1,191

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,248 8,482 8,432 8,529 8,262

442

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 331 0 445 442

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 7,190 7,071

0 0

一般財源 698 1,163 744 897 749

1.00 1.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

【KPI】自主防災組織率

％
目標 97 98 99 100 100

実績 96 96 96 96 97

100 100

実績 96 96 95 94 94

（指標の説明）
【KPI】消防団員数充足率

％
目標 97

3

防災リーダー

人
目標 100 100

（指標の説明）

98 99

2

（指標の説明）

100 100 100

実績 105 100 76 76 0



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】防災支援係 0857-30-8034 
 
【１０次総の施策体系】4101 
 
【予算計上の経過】 当初予算（事業別概要なし） 
 
【事業の概要】  
　地区公民館を単位として、地域の防災事情に詳しい者を防災指導員として養成・登録。 
危機管理課に配置している防災コーディネーターと連携して、自主防災会などによる地域 
の「自助」及び「共助」の取り組みを支援するなど、地域の実情に応じたきめ細やかな防 
災対策を推進することにより地域防災力の向上を図る。 
 
【事業の成果】  
　令和３年３月現在　防災指導員……５１名　　防災リーダー登録者………６３９名 
　　　　　　　　　　（消防団員…１，２７６名）　防災リーダー新規登録者…０名 
　①自主防災会訓練・研修への防災指導員（防災リーダー）の派遣 
　　防災指導員（防災リーダー）を危機管理課の防災コーディネーターの依頼により、 
　　自主防災会の訓練・研修会へ積極的に派遣した。 
※例年実施している防災指導員研修・防災リーダー養成研修は新型コロナウイルス感染症 
拡大により中止とした。 
 
【今後の課題・方向性】 
　引き続き、各地区の自主防災会や消防団と連携を密にし、防災指導員・防災リーダー・ 
消防団員の育成と後継者等も含めた人員確保と、防災指導員などの地域防災の要となる者 
を通じて地域住民への防災知識の普及に努める。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
【KPI】自主防災組織率

99% 98% 97% 96% 97%

94%

76%

2
【KPI】消防団員数充足率

99% 98% 96% 94%

3
防災リーダー

105% 100% 76%

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
３回の研修会受講を修了することにより防災リーダーとして新規登録となる
が、新型コロナウイルス感染症拡大により、当初予定していた研修会が実施
できなかったため、防災リーダー新規登録者を増やすことが出来なかった。
自主防災組織率は新規が見込まれない状況であるため、96～97％で推移し
ている。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
新型コロナウイルス感染症拡大により、当初予定していた研修会が実施でき
なかったため、防災リーダー新規登録者数は０となった。自主防災組織率は
新規が見込められない状況であるため、96～97％で推移している。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

引き続き、防災指導員及び防災リーダーの育成に努めるとともに、防災指導員未配置の地域へは委嘱に向けた働きかけを行うよう努める。ま
た、防災指導員などの地域防災の要となる者の活動を活性化させる取り組みをより一層推進する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

地区公民館単位で住民自らが作成する防災マップの作成地区数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

0 1 1

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

地区防災マップ作成

地区
目標 4 4 4 4 4

実績 0 2

1.00 1.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 7,190 7,071

0 0

一般財源 12,617 4,589 3,759 18,382 13,320

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 3,748 0 425 14,267

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 16,365 4,589 4,184 32,649 15,221

事業費（Ａ＋Ｂ） 23,584 11,908 11,427 39,839 22,292

1,901

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①総合防災マップ・Ｂ 
ＣＰ作成及び地区防災 
マップ作成支援 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、他 
都市・事業所等との災 
害時応援協定

①地域防災計画改訂、 
ＢＣＰ作成及び地区防 
災マップ作成支援 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、他 
都市・事業所等との災 
害時応援協定

①地域防災計画改訂、 
ＢＣＰ作成及び地区防 
災マップ作成支援 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、他 
都市・事業所等との災 
害時応援協定

①総合防災マップ・Ｂ 
ＣＰ改訂及び地区防災 
マップ作成支援 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、他 
都市・事業所等との災 
害時応援協定

①地域防災計画・総合 
防災マップ・ＢＣＰ作 
成及び地区防災マップ 
作成支援 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、他 
都市・事業所等との災 
害時応援協定

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①総合防災マップを作 
成及び配布 
②職員参集システム及 
びとっとり地域防災メ 
ールの運用、新規災害 
応援協定等４件 

①地区防災マップ作製 
の支援（２地区） 
②ＦＭ鳥取と連携した 
防災情報の伝達、職員 
参集システム及びとっ 
とり地域防災メールの 
運用、新規災害応援協 
定等１件

①地域防災計画の改訂 
作業 
②新規災害応援協定等 
３件

①総合防災マップの刷 
新、避難所運営マニュ 
アルの作成 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、新 
規災害時応援協定　５ 
件

①避難所運営マニュア 
ルの改定（感染症対策 
盛込む）、ＢＣＰ策定 
業務委託契約締結 
②ＦＭ鳥取緊急割込放 
送等による防災情報伝 
達、職員参集システム 
活用及び維持管理、新 
規災害時応援協定　７ 
件

対象
（何を、誰を）

市民の安全確保のための総合的な防災対策整備

意図
（どのような状態
にするために）

「自助」「共助」「公助」それぞれを有効かつ連携して機能させ、災害を未然に防ぎ、また発生時の被害及び
住 
民生活等に及ぼす影響の最小化を図る。

手段
（どうするのか）

市民に配布する防災マップの作成やＦＭ鳥取の緊急割込み放送等による防災情報提供の充実と、自主防災会自
ら 
が作成する防災マップの作成支援等「共助」の充実による地域防災力向上。また、ＢＣＰ策定や事業所の協定
に 
よる「公助」の体制整備。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 総合防災対策事業費 予算事業コード 01-02-01-11-07-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

災害対策基本法

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 024600 重点施策 該当なし

事務事業名 総合防災対策事業 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 ■ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

今後も効果的な防災情報伝達手段を用いて、より迅速に、より多くの住民に防災情報が伝達できるように努めていく。また、地区防災マップ
の作成など、住民自らが地域の防災に関わりを持つことでその意識の高揚に繋げていくよう努める。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、各地区において集会等が
自粛され地区における話し合いの機会が減少されたことに伴い作成数が目
標を下回った。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
多様な情報伝達手段によって、より多くの住民に防災情報の伝達が図られ
た。また、地域防災計画、総合防災マップ等を活用した防災意識・防災体制
の強化を図られた。

2
　

3
　

50% 25% 25%

事務事業の実施概要

【問合せ先】防災支援係・危機対策係 0857-30-8034・30-8033 
【１０次総の施策体系】4101  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２（危００１） 
 
【事業の概要】  
　災害を未然に防ぎ、発生時の被害を最小限にくい止めるため、総合的に防災体制を整備 
する。また、住民に対する防災意識の啓発と防災情報の提供を強化していく。  
　①住民への防災情報伝達 
　　災害時における住民への情報伝達手段について、多種多様な方法により情報の発信を 
行い、自主防災会等へのメール配信など住民への情報提供を行う必要がある。 
　②総合防災マップ等の活用 
　　令和元年度に刷新した総合防災マップ等を活用し、防災意識・防災体制の強化を図る 
。 
　③災害時応援協定都市との交流 
　　災害時において相互応援協定締結都市と情報の共有を行い、災害時の連携強化を図る 
。 
 
【事業の成果】  
　・避難所運営マニュアル（感染症に対応した補足編）の作成  
　・職員参集システム、自主防災会メール配信システム、被災者支援システムの運用 
　・災害時応援協定都市との連携強化 
　・防災啓発ラジオ番組制作、放送 
　・災害対策本部室維持管理 
　平成３０年度　　４，１８４千円 
　令和  元年度　３２，６４９千円　※総合防災マップの刷新費含 
　令和　２年度　１５，２２１千円　※災害対策本部室維持管理費含 
 
【今後の課題・方向性】 
　より的確に災害対応が行えるように、随時手段等の更新・見直しを行う。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
地区防災マップ作成



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

更新した消防車の台数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

2 3 2

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

消防車更新台数

台
目標 2 2 2 2 2

実績 2 2

0.10 0.10

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 722 732 724 719 707

0 0

一般財源 103 234 195 181 189

27,000 38,600 48,000直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 40,203 35,534 27,195 38,781 48,189

事業費（Ａ＋Ｂ） 40,925 36,266 27,919 39,500 48,896

0

地方債 40,100 35,300

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①ポンプ車更新　２台 ①ポンプ車更新　２台 ①ポンプ車更新　２台 ①ポンプ車更新　２台 ①ポンプ車更新　２台

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①ポンプ車更新　２台 
（河原本部、鹿野第１ 
）

①ポンプ車更新　２台 
（末恒、豊実）

①ポンプ車更新　２台 
（明治、佐治第１）

①ポンプ車更新　２台 
（中ノ郷、国府第３） 
ポンプ車更新（消防庁 
貸与）　１台（青谷第 
３）

①ポンプ車更新　２台 
（津ノ井、気高第１）

対象
（何を、誰を）

鳥取市消防団に配備する消防ポンプ車

意図
（どのような状態
にするために）

老朽化した消防ポンプ車を更新し、火災をはじめとした消防団の災害対応に万全を期す

手段
（どうするのか）

消防ポンプ車を計画的に更新する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 消防ポンプ車購入費 予算事業コード 01-08-01-03-03-03

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 024701 重点施策 該当なし

事務事業名 消防ポンプ車購入・格納庫建設事業（消防ポンプ車） 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

消防ポンプ車の更新等により、消防団活動の効率化を図ることができた。今後も、購入年度や出動形態を勘案して、計画的に消防ポンプを更
新するとともに、適切な管理運用を行い、地域防災力の維持向上を図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
購入年度や出動形態を勘案して、計画的に消防ポンプを更新した。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
購入年度や出動形態を勘案して、計画的に消防ポンプを更新した。

2
　

3
　

100% 100% 150% 100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】消防企画係 0857-30-8032  
  
【１０次総の施策体系】4101  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２４（危００６）  
　　　　　　　　  
【事業の概要】　  
　消防団の消防ポンプの中には、配備から２０年以上経過しているものがある。  
　消防ポンプを計画的に更新することにより、作業効率の向上及び火災時等における被害 
の軽減を図ることが必要である。  
  
【事業の成果】  
　①消防ポンプ自動車更新、②小型動力ポンプ更新  
　平成３０年度　２７，１９５千円 
　　　　　　　　ポンプ車更新（明治、佐治第１）、小型ポンプ更新（神戸、東郷）  
　令和　元年度　３８，７８１千円 
　　　　　　　　ポンプ車更新（中ノ郷、国府第３）、小型ポンプ更新（大和）、 
　　　　　　　　ポンプ車更新（消防庁貸与）（青谷第３） 
　令和　２年度　４８，１８９千円 
　　　　　　　　ポンプ車更新（津ノ井、気高第１）、小型ポンプ更新（明治）、 
　　　　　　　　小型ポンプ配備（美穂） 
 
【今後の課題・方向性】  
　令和２年度末時点の消防ポンプ自動車及び小型ポンプ積載車の総数は５３台で、購入か 
ら２０年以上経過するポンプ車は１５台、積載車は４台ある。また、小型ポンプの総数は 
３９台で、購入から２０年以上経過するポンプは１８台ある。 
　購入年度や出動形態を勘案して、計画的に消防ポンプを更新するとともに、適切な管理 
運用を行う。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
消防車更新台数

100%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

建替又は改築等により整備した消防ポンプ車格納庫の棟数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

1 1 1

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

消防ポンプ車格納庫建設数

棟
目標 1 2 1 1 1

実績 1 1

0.10 0.10

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 722 732 724 719 707

0 0

一般財源 1,645 3,345 188 212 2,389

31,300 29,400 35,500直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 26,545 26,545 31,488 29,612 37,889

事業費（Ａ＋Ｂ） 27,267 27,277 32,212 30,331 38,596

0

地方債 24,900 23,200

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟

①消防ポンプ車格納庫 
建設　２棟

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟（用瀬社分 
団）

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟（明治分団 
）

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟（福部地区 
団）

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟（青谷第３ 
分団）

①消防ポンプ車格納庫 
建設　１棟（用瀬大村 
分団）

対象
（何を、誰を）

鳥取市消防団の消防ポンプ車格納庫

意図
（どのような状態
にするために）

老朽化し、また消防団員の待機室を備えていないなど設備が不十分な消防ポンプ車格納庫を防災拠点として必
要 
十分な施設とするため

手段
（どうするのか）

消防ポンプ車格納庫を建設する

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 消防ポンプ車格納庫建設事業費 予算事業コード 01-08-01-03-02-05

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 024702 重点施策 該当なし

事務事業名 消防ポンプ車購入・格納庫建設事業（格納庫建設） 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

消防ポンプ車格納庫の整備により、消防団活動が円滑となり、地域防災力の向上が図られた。今後も、建設年次等を勘案し、計画的に建替え
を行い、地域防災力の維持向上を図る。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
建設年次等を勘案し、計画的に建替えを行った。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
建設年次等を勘案し、計画的に建替えを行った。

2
　

3
　

50% 100% 100% 100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】消防企画係 0857-30-8032  
  
【１０次総の施策体系】4101  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２４（危００５）  
　　　　　　　　　　　９月補正・Ｐ６（危００２） 
  
【事業の概要】  
　消防ポンプ車格納庫の中には、建設から５０年近く経過して老朽化しているとともに、 
格納庫が狭小であるため、新型の消防ポンプ車が格納できない格納庫がある。また、団員 
が迅速に活動するための待機場所の設置が必要となっている。  
　老朽化している格納庫を新築することにより、今後の消防ポンプ車の配備に備えるとと 
もに、格納庫に待機場所を整備することによる出動時間の短縮により、被害の軽減を図る 
ことができる。  
 
【事業の成果】  
　平成３０年度　３１，４８８千円 
　　　　　　　　福部地区団格納庫建築（Ｈ２９繰越）、青谷第３分団格納庫設計  
　令和　元年度　２９，６１２千円 
　　　　　　　　青谷第３分団格納庫建築 、用瀬大村分団格納庫設計  
　令和　２年度　３７，８８９千円 
　　　　　　　　用瀬大村分団格納庫建築 、豊実分団格納庫設計  
  
【今後の課題・方向性】  
　建設年次等を勘案し、計画的に建替えを行う。  
  
　※その他財源の諸収入は、県道改良工事に伴う消防格納庫移転補償費（豊実）

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
消防ポンプ車格納庫建設数

100%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

防災行政無線をアナログ方式からデジタル化するもの（国府を除く新市域）

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 024800 重点施策 該当なし

事務事業名 防災行政無線整備事業 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成22年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり 　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

鳥取市防災行政無線（地上系無線）

意図
（どのような状態
にするために）

防災行政無線により、全市域へ災害時の緊急情報を伝達可能とするため

手段
（どうするのか）

防災行政無線の難聴地域での無線設備整備及び既設のアナログ防災行政無線設備のデジタル化による整備更新

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 防災行政無線整備事業費 予算事業コード 01-02-01-11-07-15

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①防災行政無線のデジ 
タル化整備（青谷地域 
）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備（気高・鹿 
野地域）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備（気高・鹿 
野地域）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備（福部・佐 
治地域）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備（河原・用 
瀬地域）

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①防災行政無線のデジ 
タル化整備を完了（青 
谷地域）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備に着手（気 
高・鹿野地域／２カ年 
事業）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備を完了（気 
高・鹿野地域）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備を完了（福 
部・佐治地域）

①防災行政無線のデジ 
タル化整備を完了（河 
原・用瀬地域）

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 157,685 139,320 274,261 375,089 639,717

事業費（Ａ＋Ｂ） 164,904 146,639 281,504 382,279 646,644

0

地方債 149,100 139,300 266,200 375,000 628,800直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 8,056

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 7,190 7,071

0 0

一般財源 8,585 20 5 89 10,917

1.00 1.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

防災行政無線デジタル化

カ所
目標 1 0 2 2 2

実績 1 0 2 2 2

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033  
  
【１０次総の施策体系】4101  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２３（危００３）  
  
【事業の概要】   
　鳥取市の防災行政無線（同報系）は、平成２２年にデジタル化方式で整備した鳥取・国 
府地域と、合併前にアナログ方式で整備されていたその他新市域の８つのシステムで運用 
していたが、総務省のデジタル化の方針により、令和４年１１月までにアナログ方式から 
デジタル方式へ切り替えるとともに、鳥取市として１つのシステムに統合する必要がある 
ため、年次的にデジタル化整備・統合を行う。  
  
【事業の成果】   
　本年度は、河原・用瀬地域において、防災行政無線のデジタル化整備を実施した。  
　　平成２９年度　１３９，３２０千円　気高・鹿野地域 
　　平成３０年度　２７４，２６１千円　　　〃 
　　令和  元年度　３７５，０８９千円　福部・佐治地域 
　　令和　２年度　６３９，７１７千円　河原・用瀬地域 
 
【今後の課題・方向性】  
　防災行政無線は令和２年度にデジタル化整備・システム統合を完了したが、防災情報を 
瞬時かつ広範囲に発信する有効な情報伝達手段であり、経年劣化による機器の故障等が生 
じた場合、市民の安心安全を脅かす恐れがあることから、年次的な機器の更新を実施する 
必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
防災行政無線デジタル化

100% 100% 100% 100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
現地説明により市民の理解を得つつ、音圧の基準を設けて、地域内で平等
な情報伝達が可能となるよう整備した。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
河原・用瀬の２地域でデジタル化改修を実施し、計画の通り事業を完了し
た。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

令和２年度をもって、計画どおり、防災行政無線のデジタル化及び統合を完了することができた。今後は、適切な維持管理及び経年劣化に対
応した年次的な機器の更新を実施する必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

平成28年3月31日現在登録者数を基準とする。

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 024900 重点施策 該当なし

事務事業名 避難行動要支援者支援制度普及促進事業 所属名 福祉部　地域福祉課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成18年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり 鳥取市避難行動要支援者支援
制度実施要項、災害対策基本
法施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 内部管理

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

　災害時に支援の必要な障がい者やひとり暮らしの高齢者などの要援護者

意図
（どのような状態
にするために）

　災害時要支援者登録台帳を整備し、地震や洪水などの災害時において地域の「共助」により支援を受けられ
る 
体制を整備する。

手段
（どうするのか）

　市内の自治会単位で災害時要支援者登録台帳を整備する。特に支援が必要な障がい者や独り暮らしの高齢者
な 
どについては、対象者リストを地域の支援組織に提供し、要支援者の存在について認識してもらうとともに対
象 
者に対し、制度への登録について勧奨を行ってもらう。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 避難行動要支援者支援制度普及促進事業費 予算事業コード 01-03-01-01-43-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
 
※登録者数6,021人 
（H28.3.31現在）

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
 
※登録者数6,021人 
（H28.3.31現在）

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
 
※登録者数6,021人 
（H28.3.31現在）

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
 
※登録者数6,021人 
（H28.3.31現在）

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
 
※登録者数6,021人 
（H28.3.31現在）

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
※登録者数6,340人

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
※登録者数6,310人

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
※登録者数6,108人

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
※登録者数5,727人

①市内全61地区での避 
難行動要支援者支援制 
度の実施 
②避難行動要支援者登 
録台帳への対象者登録 
※登録者数5，408人

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 350 337 249 359 270

事業費（Ａ＋Ｂ） 3,641 3,669 4,468 4,539 3,806

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 3,291 3,332 4,219 4,180 3,536

0 0

一般財源 350 337 249 359 270

0.30 0.50

嘱託職員 0.00 0.00 1.00 1.00 1.00
職員数の
内訳

正規職員 0.30 0.30 0.30

臨時職員 0.50 0.50 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

避難行動要支援者登録台帳登録者数

人
目標 6021 6050 6100 6100 6100

実績 6340 6310 6108 5727 5408

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】福祉企画係 0857-30-8202 
 
【１０次総の施策体系】4101 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ５２（福００３） 
 
【事業の概要】 
　要支援者対象者をまとめた「避難行動要支援者対象者リスト」（避難行動要支援者名簿 
）を作成する。このリストを地域の支援組織（自治会、自主防災組織、民生児童委員、地 
区社会福祉協議会）に提供し、要支援者対象者の存在を認識していただくとともに、支援 
が必要な対象者に対して個別計画を策定する制度への登録勧奨を行っていただく。 
 
【事業の成果】 
　制度登録者数 
　平成３０年度末：６，１０８名　令和元年度末：５，７２７名　令和２年度末：５，４ 
０８名 
 
【今後の課題・方向性】 
　引き続き、対象者に対して制度への登録勧奨を行っていただくために、継続して取り組 
んでいく。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
避難行動要支援者登録台帳登録者数

105% 104% 100% 94% 89%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
概ね年度目標を達成したため。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
計画どおり今年度事業を完了したため。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

福祉職と連携した制度の普及や、対象者要件の見直しなどを行いながら継続していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

6 8 0

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

実施住民組織

団体
目標 25 20 8 8 8

実績 9 8

0.10 0.10

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.10 0.10 0.10

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 722 732 724 719 707

300 0

一般財源 0 0 0 0 0

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 600 296 200

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 600 296 200 300 0

事業費（Ａ＋Ｂ） 1,322 1,028 924 1,019 707

0

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：20団体 
・ステップアップ事業 
：５団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：15団体 
・ステップアップ事業 
：５団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：４団体 
・ステップアップ事業 
：４団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：４団体 
・ステップアップ事業 
：４団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：４団体 
・ステップアップ事業 
：４団体

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：５団体 
・ステップアップ事業 
：４団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：４団体 
・ステップアップ事業 
：４団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：４団体 
・ステップアップ事業 
：２団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：４団体 
・ステップアップ事業 
：４団体

①要援護者支援の取り 
組み助成 
・支援事業：０団体 
・ステップアップ事業 
：０団体

対象
（何を、誰を）

障がい者や独居の高齢者の方々等（要支援者）

意図
（どのような状態
にするために）

要支援者が身近な地域で安全安心に暮らすための地域住民が主体となった支え愛体制の充実を図る。

手段
（どうするのか）

要支援者に対する災害時の避難支援等の仕組みづくりや平常時の見守り体制づくり等の住民組織等による取組
を 
支援する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 わが町支え愛活動支援事業補助金 予算事業コード 01-03-01-01-56-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

わが町支え愛マップ推進事業補
助金交付要綱

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025000 重点施策 該当なし

事務事業名 災害時における支え愛地域づくり推進事業 所属名 福祉部　地域福祉課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成24年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

継続して実施していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
コロナ禍の影響により住民組織等の活動を控えられたため。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
コロナ禍の影響により住民組織等の活動を控えられたため。

2
　

3
　

40% 75% 100%

事務事業の実施概要

【問い合わせ先】福祉企画係　0857-30-8202 
 
【１０次総の施策体系】4101 
 
【予算計上の経過】なし 
 
【事業の概要】 
○市社協の補助対象者：町内会、自治会等の住民組織 
○補助対象事業：支え合いマップの作成、個別避難訓練の実施、平常時の見守り体制の構 
築、地域支え愛会議の開催等 
○補助限度額（市が県と同等以上の補助金を市社会福祉協議会へ支援することが必須） 
・わが町支え愛活動支援事業：１住民組織あたり10万円以内 
・わが町支え愛活動ステップアップ事業（27年度から）：１住民組織あたり20万円以内 
○財源：県1/2　市1/2 
○補助金の交付方法 
　住民組織等の窓口は市社会福祉協議会（市社会福祉協議会は県社会福祉協議会を通じ　 
て県から交付を受けた補助金と市から交付を受けた補助金の合計額を住民組織等へ交付） 
 
【事業の成果】（市社協へ補助） 
　平成30年度決算額　　　支援事業： 4団体  100千円、ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業：2団体  100千円 
　令和元年度決算額　　　支援事業： 4団体  100千円、ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業：4団体  200千円 
　令和２年度決算額　　　支援事業： 0団体  　0千円、ｽﾃｯﾌﾟｱｯﾌﾟ事業：0団体  　0千円 
 
【今後の課題・方向性】 
　令和２年度はコロナ禍により事業実施が困難な状況であった。令和３年度も継続して実 
施する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
実施住民組織

36%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

6 5 3

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

法定外水路の改修・改良工事

箇所
目標 6 6 6 6 3

実績 6 6

3.00 2.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 21,570 14,142

0 0

一般財源 7,574 9,284 4,578 1,136 1

39,400 30,300 57,945直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 0

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 75,574 91,584 43,978 31,436 57,946

事業費（Ａ＋Ｂ） 82,793 98,903 51,221 53,006 72,088

0

地方債 68,000 82,300

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①内海川改良工事 
②坂根川改良工事 
③青谷町福井田川改良 
工事 
④鯰後川改良工事 
⑤北田川改良工事 
⑥笹谷川改良工事 
 

①内海川改良工事 
②坂根川改良工事 
③茶屋川改良工事 
④吉野川改良工事 
⑤旧畑山川改良工事 
⑥佐治町河合谷川改良 
工事測量設計業務

①内海川改良工事 
②坂根川改良工事 
③佐治町河合谷川改良 
工事 
④尾花谷川改良工事 
⑤旧畑山川改良工事 
⑥日光川改良工事 

①内海川改良工事 
②佐治町河合谷川改良 
工事 
③旧畑山川改良工事 
④日光川改良工事 
⑤坂根川改良工事 
⑥尾花谷川改良工事

①内海川改良工事 
②日光川改良工事 
③坂根川改良工事 

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①内海川改良工事 
②坂根川改良工事 
③青谷町福井田川改良 
工事 
④鯰後川改良工事 
⑤北田川改良工事 
⑥笹谷川改良工事 

①内海川改良工事 
②坂根川改良工事 
③茶屋川改良工事 
④吉野川改良工事 
⑤旧畑山川改良工事 
⑥佐治町河合谷川改良 
工事測量設計業務

①内海川改良工事 
②坂根川改良工事 
③佐治町河合谷川改良 
工事 
④尾花谷川改良工事 
⑤旧畑山川改良工事 
⑥日光川改良工事

①内海川改良工事 
②佐治町河合谷川改良 
工事 
③旧畑山川改良工事 
④日光川改良工事 
⑤坂根川改良工事（未 
着手） 
⑥尾花谷川改良工事

①内海川改良工事 
②日光川改良工事 
③坂根川改良工事 

対象
（何を、誰を）

準用河川及び治水・環境衛生上重要な法定外水路

意図
（どのような状態
にするために）

流域の浸水被害の軽減、環境改善を図る

手段
（どうするのか）

河川改良整備を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 普通河川改良事業費 予算事業コード 01-07-03-01-07-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025100 重点施策 該当なし

事務事業名 普通河川改良事業 所属名 都市整備部　都市環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

河川災害を未然に防止し、市民の安全確保を図るため、引き続き計画的に取り組む必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
施工区間の計画変更による調整等に不測の日数を要したため。

2
　

3
　

100% 100% 83% 100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】河川係 0857-30-8343   
  
【１０次総の施策体系】4101  
  
【予算計上の経過】   
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６１（都０２２）　  
  
【事業の概要】   
　河川災害を未然に防止するため、治水・環境衛生上重要な法定外水路の改修・改良を行 
い、流域の浸水被害の軽減、環境改善を図る。   
  
【事業の成果】   
　法定外水路の改修・改良工事など  
　　平成３０年度　　３３，４３６千円  
　　令和　元年度　　１９，５０１千円  
　　令和　２年度　　３１，９００千円 
　　（翌年度繰越額　１３，７００千円　内海川改良工事等）　　 
   
【今後の課題・方向性】  
　河川災害を未然に防止し住民の安全確保を図るため継続的に改良事業等に取り組む。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
法定外水路の改修・改良工事

100%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

治水事業により浸水被害を解消することができた宅地戸数（平成３０年度修正）

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025200 重点施策 該当なし

事務事業名 治水対策事業 所属名 都市整備部　都市環境課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり 　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

洪水時、宅地の浸水被害を生じている区域

意図
（どのような状態
にするために）

浸水被害の軽減を図る

手段
（どうするのか）

浸水の要因となっている河川改良及び内水被害の軽減を図るポンプ場整備等の実施

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 治水対策事業費 予算事業コード 01-07-03-01-11-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①瀬戸川改良工事 
②大塚地区浸水対策工 
事

①大塚地区浸水対策工 
事 
②塩見川関連浸水対策 
調査検討業務 
③用瀬町川中谷川改良 
工事測量設計業務 
④河原町クモ谷川改良 
工事測量設計業務 
⑤既設ポンプ場の操作 
・点検

①用瀬町川中谷川改良 
工事 
②大塚地区浸水対策工 
事 
③河原町散岐地区浸水 
対策工事測量設計業務 

①宮ノ谷川測量設計 
②讃岐地区浸水対策設 
計施工業務 
③三谷地区水路改修 
④佐貫地区水路改修 
⑤クモ谷川（測量・工 
事） 
⑥宝木地区水路改修 
⑦箭渓ゲート設置工事 
⑧川中谷川改良工事

①青谷地区内水対策 
②糸谷川改良工事測量 
設計業務 
③宮ノ谷川浸水対策 
④三谷地区水路改修 
⑤佐貫地区水路改修 
⑥クモ谷川改修工事 
⑦宝木地区水路改修

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①瀬戸川改良工事 
②大塚地区浸水対策工 
事

①大塚地区浸水対策工 
事 
②塩見川関連浸水対策 
調査検討業務 
③用瀬町川中谷川改良 
工事測量設計業務 
④河原町クモ谷川改良 
工事測量設計業務 
⑤既設ポンプ場の操作 
・点検

①用瀬町川中谷川改良 
工事 
②大塚地区浸水対策工 
事 
③河原町散岐地区浸水 
対策工事測量設計業務 

①宮ノ谷川測量設計 
②クモ谷川（測量・工 
事） 
③三谷地区水路改修 
④佐貫地区水路改修 
⑤讃岐地区浸水対策設 
計施工業務 
⑥川中谷川改良工事 
⑦箭渓ゲート設置工事 
⑧井出ポンプ取替工事

①青谷地区内水対策 
②糸谷川改良工事測量 
設計業務 
③宮ノ谷川浸水対策 
④三谷地区水路改修 
⑤佐貫地区水路改修 
⑥クモ谷川改修工事 
⑦宝木地区水路改修 

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 49,096 55,698 55,111 81,245 155,332

事業費（Ａ＋Ｂ） 56,315 63,017 62,354 95,625 169,474

911

地方債 30,600 30,900 7,100 45,600 139,855直接経
費の財
源内訳

国・県 344 1,063 1,468 750

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 14,380 14,142

0 0

一般財源 18,152 23,735 46,543 34,895 14,566

2.00 2.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

宅地浸水解消戸数

戸
目標 2 0 1 4 12

実績 2 0 1 4 3

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

□ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

■ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】河川係 0857-30-8343  
  
【１０次総の施策体系】4101  
  
【予算計上の経過】   
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６２（都０２３）　 
　　　　　　　　　　　９月補正・Ｐ３４（都００６）　 
　　　　　　　　　　　１２月補正・Ｐ２７（都００２）  
  
【事業の概要】   
　浸水被害を受けたことのある地域を早急に内水処理対策し、浸水被害を防ぎ市民の安全 
確保を図る。  
  
【事業の成果】   
　排水ポンプ点検運転業務、測量設計業務、改良工事など  
　　平成３０年度　　４５，３６０千円　  
　　令和　元年度　　４９，６４０千円  
　　令和　２年度　　６３，７７８千円　 
　　（翌年度繰越額　　５，０００千円　宮ノ谷川浸水対策工事等）　 
  
【今後の課題・方向性】  
　内水処理対策による浸水防止を行い、住民の安全確保を図るため、継続的に事業に取り 
組む必要がある。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
宅地浸水解消戸数

100% 100% 100% 25%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
事業計画の変更などによる事業進捗の遅延によるもの。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
事業計画の変更のため。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

浸水被害を受けたことのある地域を早急に対策し、浸水被害を防ぎ市民の安全確保を図る必要がある。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

耐震化基準を満たした住宅や民間特定建築物の割合

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

84.7 85.3 85.8

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

耐震化率

％
目標 90 92 93 94 95

実績 83.4 84

0.60 0.60

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.60 0.60 0.60

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 4,331 4,391 4,346 4,314 4,243

0 0

一般財源 3,887 13,242 16,773 4,890 17,521

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 11,297 39,481 49,928 14,370

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 15,184 52,723 66,701 19,260 69,806

事業費（Ａ＋Ｂ） 19,515 57,114 71,047 23,574 74,049

52,285

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①耐震診断：５０件 
②耐震設計：１５件 
③耐震改修：１０件

①耐震診断：５３件 
②耐震設計：１１件 
③耐震改修：９件

①耐震診断：５３件 
②耐震設計：１１件 
③耐震改修：９件 
④ブロック塀撤去、改 
修：７５件

①耐震診断：５３件 
②耐震設計：１１件 
③耐震改修：９件 
④ブロック塀撤去、改 
修：１００件

①耐震診断：５３件 
②耐震設計：１１件 
③耐震改修：９件 
④ブロック塀撤去、改 
修：１００件

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①耐震診断：４５件 
②耐震設計：９件 
③耐震改修：６件 

①耐震診断：２０件 
②耐震設計：７件 
③耐震改修：６件

①耐震診断：２９件 
②耐震設計：９件 
③耐震改修：７件 
④ブロック塀撤去、改 
修：５１件

①耐震診断：２１件 
②耐震設計：３件 
③耐震改修：７件 
④ブロック塀撤去、改 
修：３１件

①耐震診断：３２件 
②耐震設計：７件 
③耐震改修：７件 
④ブロック塀撤去、改 
修：２７件

対象
（何を、誰を）

昭和５６年５月３１日以前に建築（旧耐震）された戸建て住宅、一般建築物、要緊急安全確認大規模建築物の
所 
有者

意図
（どのような状態
にするために）

耐震診断、補強設計、耐震改修を実施し市民の安全性を確保するとともに震災に強いまちづくりとする。

手段
（どうするのか）

戸建て住宅については、無料診断のPRを行い、耐震化の必要性を認識していただき、改修のための補助金の交
付 
。また、一般建築物の所有者に対しても耐震化の必要性を認識していただき、耐震診断を行う者に対して補助
金 
を交付する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 住宅・建築物耐震診断・改修支援事業費 予算事業コード 01-07-01-02-17-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

鳥取市耐震改修促進計画

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 補助金交付

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025300 重点施策 該当なし

事務事業名 住宅・建築物耐震診断・改修支援事業 所属名 都市整備部　建築指導課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成23年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

震災に強いまちづくりに向けて引き続き建物の耐震化に対する市民への啓発等を実施し、耐震診断・改修に係る事業を継続していく。また、
大規模建築物耐震改修への助成を引き続き行う。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
市民への啓発を行い、国の交付金と県の補助金制度を活用して事業を進め
ているが、申請件数が予算枠を下回っているため。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
耐震化の大切さを知ってもらうためには建物の現状を把握することが必要で
あるため、一戸建て住宅の無料診断の案内を全戸に回覧したり市報、ＨＰな
どに掲載し啓発した。

2
　

3
　

91% 91% 91% 90%

事務事業の実施概要

【問合せ先】建築指導係 0857-30-8362  
 
【１０次総の施策体系】4101  
  
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ１６９（都０３８）  
  
【事業の概要】  
　補助金名：震災に強いまちづくり促進事業費補助金  
　目的：震災による被害から市民の生命・財産を保護し、安心安全な生活環境の保全を図 
る。  
　内容：昭和５６年５月３１日以前に建築された一戸建て住宅及びその他建築物の耐震診 
断、補強設計、耐震改修、ブロック塀の撤去・改修等に対して助成を行う 。 
　補助対象者：建築物の所有者及びブロック塀の撤去・改修等を行う所有者。 
  
【事業の成果】  
　　耐震診断　　　　　　　　　補強設計　　　　　　　　　耐震改修  
　　　平成３０年度：２９件　　　平成３０年度：９件　　　 平成３０年度：７件  
　　　令和　元年度：２１件　　　令和　元年度：３件　　　 令和　元年度：７件  
　　　令和　２年度：３２件　　　令和　２年度：７件　　　 令和　２年度：７件 
  
　　ブロック塀撤去　　　　　　ブロック塀改修  
　　　平成３０年度：３０件　　　平成３０年度：２１件  
　　　令和　元年度：２３件　　　令和　元年度：　８件  
　　　令和　２年度：２０件　　　令和　２年度：　７件 
  
【今後の課題・方向性】  
　耐震化事業の必要性をＰＲしながら、国の交付金や県の補助金を活用して耐震化率の向 
上を図る。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
耐震化率

93%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

　

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

1 1 3

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

耐震改修等工事完了

支所
目標 0 0 1 1 3

実績 0 0

2.00 2.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 2.00 2.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 7,219 14,638 14,486 14,380 14,142

0 0

一般財源 844 0 7,366 67,968 42,305

593,600 1,058,900 743,600直接経
費の財
源内訳

国・県 614 20,191 0 0

その他 0 11,343 9,774

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 19,858 292,634 610,740 1,126,868 785,905

事業費（Ａ＋Ｂ） 27,077 307,272 625,226 1,141,248 800,047

0

地方債 18,400 261,100

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①旧耐震基準の総合支 
所の耐震化方針決定 
②耐震化方針の決定し 
た総合支所の耐震化推 
進

①旧耐震基準の総合支 
所の耐震化方針決定 
②耐震化方針の決定し 
た総合支所の耐震化推 
進

①昨年度からの気高総 
合支所の工事完了 
②昨年度からの用瀬総 
合支所の設計業務完了 
③設計業務が完了した 
福部、河原、佐治総合 
支所の工事発注

①昨年度からの佐治総 
合支所の工事完了 
②昨年度からの福部、 
河原総合支所の工事推 
進 
③設計業務が完了した 
用瀬総合支所の工事発 
注 

①一昨年度からの福部 
、河原総合支所の工事 
完了 
②昨年度からの用瀬総 
合支所の工事推進

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①福部、河原、佐治、 
気高総合支所の耐震化 
方針決定 
②福部、河原、佐治総 
合支所の設計業務発注 
　気高総合支所は設計 
施工一括発注

①用瀬総合支所の耐震 
化方針決定 
②福部、河原、佐治総 
合支所の設計業務完了 
　気高総合支所の工事 
推進 
③用瀬総合支所の設計 
業務発注 

①気高総合支所の工事 
完了 
②用瀬総合支所の設計 
業務完了 
③福部、河原、佐治総 
合支所の工事発注

①佐治総合支所の工事 
完了 
②福部、河原総合支所 
の工事推進 
③用瀬総合支所の工事 
発注 

①福部、河原総合支所 
の工事完了 
②用瀬総合支所の工事 
完了

対象
（何を、誰を）

総合支所庁舎

意図
（どのような状態
にするために）

地域防災拠点として必要な機能を備える。

手段
（どうするのか）

耐震性の向上、非常用自家発電機の能力向上、バリアフリー化推進等を行う。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 総合支所整備事業費 予算事業コード 01-02-01-06-01-43

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 外部委託

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025400 重点施策 該当なし

事務事業名 総合支所耐震化事業 所属名 総務部　財産経営課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成27年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

引き続き事業推進を図る。国府・鹿野・青谷町総合支所の整備方針を決定し事業着手する。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
福部、河原、用瀬支所整備事業の完了。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
計画どおりのスケジュールでの進捗。

2
　

3
　

100% 100% 100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】財産政策第一係 0857-30-8131   
   
【１０次総の施策体系】5501   
   
【予算計上の経過】   
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ８（総０１５）   
　　　　　　　　　　　９月補正・Ｐ２（総００４）   
 
【事業の概要】    
　総合支所の地域防災機能の向上を図るため、耐震改修工事等を行う。  
   
【事業の成果】    
　平成３０年度　気高町総合支所　工事完了   
　　　　　　　　用瀬町総合支所　設計業務完了　   
　　　　　　　　福部、河原、佐治町総合支所　工事発注   
　令和　元年度　佐治町総合支所　工事完了  
　　　　　　　　福部、河原町総合支所　１期工事完了   
　　　　　　　　用瀬町総合支所　工事発注   
　令和　２年度　福部、河原町総合支所　２期工事完了   
　　　　　　　　用瀬町総合支所　工事完了  
  
　平成３０年度実績　　　６１０，７４０千円   
　令和　元年度実績　１，１２６，８６８千円　　   
　令和　２年度実績　　　７８５，９０５千円　   
  
【今後の課題・方向性】   
　国府、鹿野、青谷町総合支所の整備方針を決定し、事業着手する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
耐震改修等工事完了



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

有事の避難のため、住民の参加等を得て実施する国民保護訓練の実施回数

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

1 1 1

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

国民保護訓練の実施

％
目標 1 1 1 1 1

実績 1 2

1.00 1.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,244 7,190 7,071

0 0

一般財源 20 19 47 52 17

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 16 0 10 38

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 36 19 57 90 17

事業費（Ａ＋Ｂ） 7,255 7,338 7,301 7,280 7,088

0

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施（用瀬町）

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①本市災害対策本部の 
統括部職員に対する図 
上訓練を実施

①地域住民・関係機関 
・事業者等と連携した 
実動訓練、本市災害対 
策本部の統括部職員に 
対する図上訓練を実施

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施（河原町）

①国民保護訓練（実動 
訓練及び図上訓練等） 
の実施（用瀬町）

①国民保護訓練（図上 
訓練等）の実施（明治 
）

対象
（何を、誰を）

市内で大規模なテロ（緊急対処事態）や有事(武力攻撃事態）が発生又は発生するおそれのある場合（想定）に 
危険区域にいる市民及び関係機関

意図
（どのような状態
にするために）

大規模なテロや武力攻撃から市内にいる全ての人の生命、身体、財産を保護する。

手段
（どうするのか）

鳥取市国民保護計画及び細部計画（マニュアル）に基づく国民保護訓練を実施し、有事の際の行動について住
民 
に周知するとともに、訓練結果を検証し、市国民保護計画や市が行う国民保護措置をより実効的なものとす
る。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 国民保護訓練費 予算事業コード 01-02-01-11-27-02

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

武力攻撃事態等における国民
の保護のための措置に関する法
律施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025500 重点施策 該当なし

事務事業名 国民保護訓練 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成19年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

■ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

毎年、国民保護訓練を実施していくものとする。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
新型コロナウイルス感染症拡大のため、当初計画どおりの住民参加型の実
動訓練を実施できなかったが、住民避難時の関係機関の連携要領について
図上で検討及び確認した。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
新型コロナウイルス感染症拡大のため、当初計画どおりの住民参加型の実
動訓練を実施できなかったが、住民避難時の関係機関の連携要領について
図上で検討及び確認した。

2
　

3
　

200% 100% 100% 100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】消防企画係・危機対策係 0857-30-8032・30-8033 
 
【１０次総の施策体系】4101 
 
【予算計上の経過】 当初予算（事業別概要なし） 
 
【事業の概要】 
　鳥取市国民保護計画に基づく細部計画（マニュアル）の見直し及びそれらを根拠とした 
市単独の図上訓練並びに実動訓練を実施する。 
 
【事業の成果】 
　１２月１１日、明治地区において国民保護訓練を実施し、国民保護法の概要について理 
解を深めるとともに、武力攻撃事態における住民避難時の関係機関の連携要領について図 
上で検討及び確認した。 
 
【今後の課題・方向性】 
　住民の国民保護に関する理解を深めるとともに、蓄積された訓練実績やノウハウ等を活 
かしながら継続的に訓練を実施することで、より実効性のあるものとする。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
国民保護訓練の実施

100%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

県・市町村が共同して備蓄している品目のうち、本市が備蓄する品目の基準数量に対する備蓄割合（非充足分）

　

　

0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0

83.01 76.66 80.69

0 0

実績 0 0 0 0 0

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

連携備蓄品の割合

％
目標 70 80 90 100 100

実績 71.41 80.7

1.00 1.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 1.00 1.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 7,219 7,319 7,243 7,190 7,071

0 151

一般財源 1,135 1,167 92 2,761 2,551

0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 415 0 57 928

その他 0 0 0

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 1,550 1,167 149 3,689 2,966

事業費（Ａ＋Ｂ） 8,769 8,486 7,392 10,879 10,037

264

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

①災害時に必要となる 
備蓄品（乾パン、アル 
ファ化米等）の管理お 
よび更新

①災害時に必要となる 
備蓄品（乾パン、アル 
ファ化米等）の管理お 
よび更新

①災害時に必要となる 
備蓄品（乾パン、アル 
ファ化米等）の管理お 
よび更新

①災害時に必要となる 
備蓄品（乾パン、アル 
ファ化米等）の管理お 
よび更新

①災害時に必要となる 
備蓄品（乾パン、アル 
ファ化米等）の管理お 
よび更新 
②パーテーション、ダ 
ンボールベッド

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

①アルファ化米２，５ 
００食、保存水７，６ 
８０本、ウェットティ 
ッシュ８００袋、粉ミ 
ルク１，１５２回分、 
し尿処理セット３，２ 
００セット、ブルーシ 
ート１，６００枚

①アルファ化米８５０ 
食、保存水７，６８０ 
本、ウェットティッシ 
ュ７００袋、粉ミルク 
１，１５２回分、し尿 
処理セット３，２００ 
回分、タオル１，２０ 
０枚

①粉ミルク1,152回分 ①アルファ米300食、 
ライスクッキー2,304 
食、保存用ビスケット 
2,040食、粉ミルク1,3 
84回分、ウェットティ 
ッシュ700袋ほか 
②パーテーション15張 
、段ボールベッド15台

①粉ミルク1,377回分 
、液体ミルク144缶 
②ダンボールベッド10 
台、折りたたみベッド 
15台

対象
（何を、誰を）

災害時に必要となる物資

意図
（どのような状態
にするために）

災害時に必要となる物資の備蓄の確保と県内市町村等との相互支援体制の充実

手段
（どうするのか）

備蓄品の数量、使用期限等を適切に管理し、災害時に速やかに物資が供給できる体制を確保する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 防災備蓄事業費 予算事業コード 01-02-01-11-18-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

県及び市町村の備蓄に関する
連携体制整備要領

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 ソフト(任意)

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 025600 重点施策 該当なし

事務事業名 防災備蓄事業 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成14年度　～　全期

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

平成28年度から令和2年度までの5年間で、県連携備蓄の目標数量まで備蓄数量を増やすことを目指してきたが、最終年度末時点で達成するこ
とができなかった。今後は年度ごとの調達数量を具体的にした計画を作成し、目標達成を目指していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
　

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
　

2
　

3
　

101% 92% 77% 81%

事務事業の実施概要

【問合せ先】危機対策係 0857-30-8033 
 
【１０次総の施策体系】4101 
 
【予算計上の経過】 当初予算（事業別概要なし） 
  
【事業の概要】  
　県及び県内市町村が災害時に必要となる物資の品目、数量を定めた「県及び市町村の備 
蓄に関する連携体制整備要領」を基本として、災害に備えて県内市町村が共同で備蓄し、 
災害時には被害のない市町村から被災した市町村に物資を供給する相互援助体制をとるこ 
とにより、備蓄する量を抑えることができる。 
　 
【事業の成果】  
　・粉ミルク（アレルギー対応品含む）1,377回分 
　・液体ミルク144缶 
　・段ボールベッド10台、折りたたみベッド15台 
 
【今後の課題・方向性】 
　備蓄品の数量、使用期限等を適切に管理するとともに、備蓄数量の目標達成のための調 
達計画を作成し、確実な防災備蓄品の確保を目指す。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
連携備蓄品の割合

102%



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

昨年度までの申請件数実績が目標値を下回るため、最終年度の目標値を残りの未申請件数分として修正するもの

　

　

0

（指標の説明）

0 3

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
鳥取市自主防災会小型可搬式ポンプ整備補助金申
請件数 　

目標 0

3

　

　
目標 0

57 157 371

3 3

実績 0 0 3 3 3

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

鳥取市自主防災会地域防災力強化補助金申請件数

　
目標 0 0 197 329 447

実績 0 0

1.00 1.00

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.00 1.00

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

人件費　Ｂ 0 0 7,243 7,190 7,071

400 2,000

一般財源 0 0 2,533 15,615 24,361

0 0 4,500直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 1,500 511

その他 0 0 4,543

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 8,576 16,526 30,861

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 0 15,819 23,716 37,932

0

地方債 0 0

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 　 ①鳥取市自主防災会地 
域防災力強化補助金 
②鳥取市自主防災会小 
型可搬式ポンプ整備補 
助金

①鳥取市自主防災会地 
域防災力強化補助金 
②鳥取市自主防災会小 
型可搬式ポンプ整備補 
助金

①鳥取市自主防災会地 
域防災力強化補助金 
②鳥取市自主防災会小 
型可搬式ポンプ整備補 
助金

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 　 ①鳥取市自主防災会地 
域防災力強化補助金申 
請件数５７件 
②鳥取市自主防災会小 
型可搬式ポンプ整備補 
助金申請件数３件

①鳥取市自主防災会地 
域防災力強化補助金申 
請件数１５７件 
②鳥取市自主防災会小 
型可搬式ポンプ整備補 
助金申請件数３件

①鳥取市自主防災会地 
域防災力強化補助金申 
請件数　３７１件 
②鳥取市自主防災会小 
型可搬式ポンプ整備補 
助金申請件数　３件

対象
（何を、誰を）

市内自主防災会

意図
（どのような状態
にするために）

災害時に必要な防災資機材の整備や防災活動に必要な事業を支援することにより地域防災力の充実・強化を図
る 
。

手段
（どうするのか）

各自主防災会が災害時必要と認める防災資機材等の購入や整備に対し、世帯数や課題検討シート提出という加
算 
条件により補助額を算定し、補助するもの。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 自主防災活動補助金 予算事業コード 01-02-01-11-07-09

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 037400 重点施策 まちづくり

事務事業名 自主防災活動補助事業 所属名 危機管理部　危機管理課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成30年度　～　令和 2年度

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

□ ２．計画どおり

■ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

□ １．拡充 □ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

■ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 ■ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

本補助金はサンセット事業であり最終年度が終了したが、累積申請件数は全体の７３％に留まった。新年度からは自主防災会が取り組みやす
い事業に手法等を改善し継続していく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
サンセット事業期間中（H30～R2）、全体の７３％しか補助金申請が行われて
いない。会長が単年交代の自主防災会が多く、事業の情報が次年度会長に
引き継がれないケースが多い。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
自主防災会数８０６件に対して、サンセット事業期間中（H30～R2）で計５８５
件しか補助金申請がなされなかった。

2
鳥取市自主防災会小型可搬式ポンプ整備補助金申請件数

100% 100%

3
　

29% 48% 83%

100%

事務事業の実施概要

【問合せ先】防災支援係 0857-30-8034  
 
【１０次総の施策体系】4101  
 
【予算計上の経過】  
　予算事業別概要目次：当初予算・Ｐ２２（危００２） 
　　　　　　　　　　　６月補正その②・Ｐ４（危００１）  
 
【事業の概要】  
　①地域防災力強化補助金は平成３０年度から令和２年度までのサンセット事業として、 
地域防災力の要となる自主防災会に対して防災資機材の整備及び防災活動に必要な事 
業の補助を行い、地域防災力の向上の推進を図っている。  
　②小型可搬式ポンプ整備補助金は、平成３０年度から令和９年度まで、年間３台を上限 
として、自主防災会が実施する小型可搬式ポンプの整備を支援することにより地域防災力 
の充実・強化を図っている。  
 
【事業の成果】  
　①自主防災会３７１団体に対して防災資機材の整備を促進するとともに、整備に係る補 
助を行った（鳥取地域・・・２３９団体、支所地域・・・１３２団体）  
　②自主防災会３団体に対して小型可搬式ポンプ整備補助を行った 
　　平成３０年度　　８，５７６千円　　①　５７自主防災会　②３自主防災会 
　　令和  元年度　１６，５２６千円　　①１５７自主防災会　②３自主防災会 
　　令和　２年度　３０，８６１千円　　①３７１自主防災会　②３自主防災会 
 
【今後の課題・方向性】 
 　災害が度重なる昨今、新型コロナウイルス対策等も踏まえた避難所運営のための資機 
材等購入など、地域の更なる防災力を強化する必要がある。各地区避難所の充実を図るこ 
とを目的に各地区自主防災会連絡協議会を対象に世帯数に応じた補助金を支給する。 
 
　※その他財源の諸収入は、コミュニティ事業助成金

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
鳥取市自主防災会地域防災力強化補助金申請件数



（おもて）

令和2年度 第１０次鳥取市総合計画

１．基本情報

※「施策の目標」はその施策の主要な事業の評価指標を設定しています。
２．事業目的　【ＰＬＡＮ】

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】 ※年度別の取り組みを簡潔に記入

４．資源を投入することで実施した活動の大きさを表す指標　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】

中継局建設の進捗率

　

　

事務事業評価シート
事務事業ｺｰﾄﾞ 037500 重点施策 該当なし

事務事業名 地域情報化推進事業 所属名 企画推進部　情報政策課

総
合
計
画
の

位
置
づ
け

体系区分 コード 名　称 事業区分名称 区分

まちづくりの目標 40 安全・安心なまち 事業期間 平成29年度　～　平成31年度

政策 01 暮らしの安全を守るまちづくり 　

施策 4101 地域防災力の向上

事業分類区分 建設、整備

　 0 0 運営方法 直営

対象
（何を、誰を）

市民や観光客が、市の行政情報や防災情報を発信するＦＭ鳥取を

意図
（どのような状態
にするために）

市内で聞くことができるようにするため

手段
（どうするのか）

可聴エリア拡大のための中継局を新設する。

会計区分 一般会計

予算 予算事業名 地域情報化推進費 予算事業コード 01-02-01-07-05-01

施
策
の

目
標

目標の種別 平成28年度 令和2年度

防災行政無線のデジタル方式を整備した区域数 1地区 2地区

　 0 0

根拠法令、
根拠計画等

平成31年度 令和2年度

年度別計画

　 ①ＦＭ放送エリア拡大 
の調査検討

①ＦＭ放送エリア拡大 
の実施設計 
②民放ラジオ難聴解消 
支援事業補助申請

①中継局の建設 ①サービス開始

内
容

平成28年度 平成29年度 平成30年度

年度別実績

　 ①エリア拡大に向けた 
調査検討及び基本設計 
の実施

①ＦＭ放送エリア拡大 
の実施設計 
②民放ラジオ難聴解消 
支援事業補助交付決定

①中継局の建設完了 ①サービス開始
②保守運用開始

事
業
費

区分 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円） 決算額（千円）

直接経費　Ａ 0 0 4,179 176,367 18,267

事業費（Ａ＋Ｂ） 0 1,464 5,628 179,243 18,974

0

地方債 0 0 0 0 0直接経
費の財
源内訳

国・県 0 0 0 68,516

その他 0 0 0

人件費　Ｂ 0 1,464 1,449 2,876 707

27,460 354

一般財源 0 0 4,179 80,391 17,913

0.40 0.10

嘱託職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数の
内訳

正規職員 0.00 0.20 0.20

臨時職員 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

※人件費は鳥取市職員の給与平均額を基にした概算です。

指標名 単位 区分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

活
動
指
標

1

ＦＭ鳥取の可聴エリア拡大を目的とした中継局建設
の進捗率 ％

目標 0 0 20 100 100

実績 0 0 20 100 100

0 0

実績 0 0 0 0 0

（指標の説明）
　

　
目標 0

3

　

　
目標 0 0

（指標の説明）

0 0

2

（指標の説明）

0 0 0

実績 0 0 0 0 0



（うら）

５．令和2年度の事務事業実施概要　【ＤＯ】 ※前年度の取り組みを具体的に記入（予算事務事業の事業概要と連動）

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】

※達成率は指標の目標値と実績値により算出します。目標値が０の年度は表示されません。

７．評価　【ＣＨＥＣＫ】

□ １．計画を上回る

■ ２．計画どおり

□ ３．事業未完了

□

□ １．目標を大幅に上回る

□ ２．目標を上回る

■ ３．概ね目標どおり

□ ４．目標を下回る

□ ５．目標を大幅に下回る

８．事業の成果を踏まえた今後の方向性　【ＡＣＴＩＯＮ】

■ １．拡充 ■ １－１ 意図的に拡充 □ ４－１ 意図的に縮小

□ ２．改善継続 □ １－２ 制度的に自然増加 □ ４－２ 制度的に自然減少

□ ３．現状維持 □ ２－１ 手段等の改善 □ ５－１ 臨年実施等、意図的に休止

□ ４．縮小 □ ２－２ 効率化、簡素化 □ ５－２ 意図的に廃止

□ ５．休止、廃止、終了 □ ２－３ 他事業との統合 □ ５－３ 制度的に終了

事務事業の実施概要

【問合せ先】情報政策係 0857-30-8026 
 
【１０次総の施策体系】5401 
 
【予算計上の経過】 
　予算事業別概要目次：平成３０年度６月補正・Ｐ０３（総調００３） 
 
【事業の概要】 
　ＦＭ鳥取の可聴エリア拡大のために、毛無山・小倉山の二箇所に中継局を建設する。 
 
【事業の成果】 
　平成３０年度：設計　　　　　　４，１７９千円 
　令和元年度　：中継局建設　１２４，４０９千円 
　（無線システム普及支援事業費等補助事業：６８，５１６千円） 
　令和２年度　：中継局設備保守　１，３７９千円

【今後の課題・方向性】
　安定的な運用を目指すとともに、鳥取西道路及び鳥取道のトンネル内等の聴取不可能エ
リアに対しての可聴エリア拡張を検討する。

指標名 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和2年度

指
標
達
成
率

1
ＦＭ鳥取の可聴エリア拡大を目的とした中継局建設の進捗率

100% 100% 100%

2
　

3
　

３．事業の年度別計画・実績　【ＰＬＡＮ・ＤＯ】より
当該年度で予定した事業が3月末時点でどのよう
な進捗状況となったか。

事業の成果
年度目標を達成したため。

６．活動指標の達成率　【ＣＨＥＣＫ】より
「150％以上：大幅に上回る」、「101％～150％未
満：上回る」、「80％～100％以下：目標どおり」、
「50％～ 80％未満：下回る」、「50％未満：大幅に
下回る」　※最も達成度の低い指標で評価

年度計画の進捗度
予定通りサービス開始となっているため。

今後の方向性

担当課長の評価コメント
（「今後の方向性」を判断した理由が
わかるよう、数値等を用いた具体的
な成果と、今後の改善プランを記載）

サービス開始に伴い、ＦＭ鳥取の可聴エリア拡大の安定稼働を保つための運用保守を継続して行っていく。

評価項目と評価の視点 評価内容 評価理由（評価の視点を踏まえて記入）


